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相続発生後の手続きが便利に 

相続発生後には、銀行、相続税、年金、不

動産登記等の様々な相続手続きが必要と

なります。その際は、各機関に相続の発

生や法定相続人を証明する書類を提出す

る必要があります。 

法定相続情報証明制度を利用することに

より、これらの手続きをスムーズに進め

ることができます。 

1. 法定相続情報証明制度とは？ 

2. 一覧図の写しを取得するための 

手続き 

3. 相続登記の義務化 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

法定相続情報証明制度とは？ 

出典：大阪法務局 

法定相続情報証明制度は、法務局に戸籍謄本等と相続関係を一覧に表した図（法定相続情報一覧図）

を提出することで、登記官がその一覧図に認証文を付した写しを無料で交付するものです。 
交付を受けた一覧図の写しは、相続の発生や法定相続人を証明する書面として 、相続登記のほか、

銀行、相続税、年金、自動車登録などの各種相続手続に使用することができます。 

法定相続情報証明制度を利用しない場合 法定相続情報証明制度を利用すると・・・ 

【どんな手続きに一覧図が使える？】 

 

・相続税の申告 

・銀行口座・証券口座の名義変更 

（注）金融機関によって必要な添付書類が異な

るので、予めご確認ください 

・死亡保険金の請求 

・遺族年金、未支給年金及び死亡一時金の

請求 

・不動産の相続登記 

・自動車の登録      

相続手続きがいく

つもある場合に 
おすすめ！ 

一覧図の例 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一覧図の写しを取得するための手続き 

ご自身での取得手続が原則で

すが、様々な書類を作成・収集

する必要があるほか、一定の

専門知識も必要となります。 
 
 
次の資格者代理人に依頼する

ことができます。 
 
・弁護士・司法書士 
・税理士・土地家屋調査士 
・社会保険労務士・弁理士 
・行政書士・海事代理士 

まずは必要な書類を収集して、法定相続情報一覧図を作成する必要があります！ 

 

戸籍・除籍謄本などの証明書を取得し、法定相続人を確認した上で、法定相続情報一覧図 

を作成し、法務局に取得の申請をします。 

証明書の取得までには、法務局や市役所に複数回足を運んでいただくことが多いです。 

 

相続登記の義務化 

令和６年４月１日から不動産の相続登記の申請が義務化されています。 

令和６年４月１日以前に相続した不動産についても、義務化の対象となります。 

 

相続によって不動産を取得した相続人は、その所有権を取得したことを知った日から 

３年以内に相続登記の申請をしなければなりません。 

 

相続登記等の不動産登記の申請の場合は、法定相続情報一覧図の写しの添付省略可！ 

 

相続登記等の不動産登記の申請において、法定相続情報一覧図を使用する場合には、不動

産登記の申請書の添付情報欄に「登記原因証明情報（法定相続情報番号（○○○○－○○

－○○○○○））」と記載することで、法定相続情報一覧図の写しの添付を省略できます 

 

 



 

 

 
 
 


